
（参考１）低炭素建築物新築等計画の認定基準の概要について 

 
 
 
１．背景 

昨年発生した東日本大震災を契機としてエネルギーの需要が変化し、国民のエネルギー利用や地球温

暖化問題に関する意識が高まっている中、低炭素・循環型社会の構築を図り、持続可能で活力ある国土

づくりを推進することが重要な課題である。 
このため、都市機能の集約やそれと連携した公共交通機関の利用促進、建築物の低炭素化等の施策を

講じることにより、地域における成功事例を蓄積し、その普及を図ることを目的とした、「都市の低炭素

化の促進に関する法律」が第 180 回国会において成立したことから、低炭素建築物新築等計画に係る認

定基準を設定する必要がある。 
 
２．概要（詳細は参考２を参照） 

住宅・建築物の低炭素化を、一次エネルギー消費量を代替指標として定量的に評価し、省エネルギー

法に基づく省エネルギー基準を超える性能（一次エネルギー消費量が△10%以上）を求めることに加

え、定量的評価は難しいが、法律や基本方針の趣旨を踏まえて取組む措置を選択的項目として評価す

ることとする。 
 
３．検討体制 

経済産業大臣、国土交通大臣及び環境大臣が定めるものとされていることから、「総合資源エネルギー

調査会 省エネルギー基準部会 住宅・建築物判断基準小委員会」、「社会資本整備審議会 建築分科会 建
築環境部会 省エネルギー判断基準等小委員会」及び「中央環境審議会 地球環境部会 低炭素建築物に関

する専門委員会」の合同会議により検討を実施。 
 
４．検討スケジュール 

平成 24 年 9 月 4 日 第 1 回合同会議※ 
   9 月 10 日 第 2 回合同会議※ 
    9 月 19 日 第 3 回合同会議※ 
           11 月     第 4 回合同会議（予定） 
         
 
※過去の検討内容（社会資本整備審議会 省エネルギー判断基準等小委員会） 
：http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_handan01.html 
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